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1.はじめに 

多数の人々が都市で生活することが出来

るのは,電力・水・ガス等の供給系,下水・廃

棄物(ゴミその他)等の処理系,鉄道・道路等

の交通系,電話・通信等の情報系が網の目の

ように都市を覆い,機能しているからであ

る。例えば電力の供給が事故で一時的に停

止すると,単に照明やエアコンが使えない

ばかりでなく,冷蔵庫の食料は腐り,高層ビ

ルでは水が上階に上らずトイレやエレベー

ターも使えない。また,コンピューターも止

まり,TV も見られない。このように,都市生

活を支えている網の目状の諸系を総称して

ライフラインと呼んでいる。むしろライフ

ネットワークと称すべきものであろう。 

都市が現在のように巨大化し高密度化す

る以前は,ライフラインの多少のトラブル

はなんとか処理し得た。電気が止まればラ

ンプやローソクで明りをとり,水道やガス

の停止は井戸や薪炭で代用した。現在,この

ようなライフラインの代替機能が温存され

ているのは地方の小都市に限られているが,

これも情報社会の進展と共に次第に不可能

となろう。 

強い地震が発生すると,これらのライフ

ラインの多くが破壊されて機能が停止し, 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中・大・巨大都市での都市生活が成り立たな

くなる。"これは重大なことだ"と認識され

たのは比較的新らしく,米国では 1971 年の

サンフェルナンド地震,また日本では 1978

年の宮城県沖地震においてである。都市が

巨大で活発な程,ライフラインの機能停止

の影響は大きい。日本では,そのような巨大

都市の多くが,地震時の揺れの大きい軟弱

地盤上に造られており,ライフラインの耐

震性能をあげて耐震的なネットワークを構

築するのは容易ではない。そこで,ネットの

中でも基幹となる部分のみを先づ耐震化し,

他の部分は被災後の修理,修復を容易にす

るようにネットワークを構成し直す手法が

採用されている。以下,ライフラインの現状

と破壊的地震時に予想される現象とその対

策等について述べてみる。 

 

2.災害と災害対策 

災害とは,他に起因する人間生活上のト

ラブルである。如何なる天変地異でも,人間

生活に影響を与えなければ単なる自然現象

に過ぎない。また自分で原因を作ったトラ

ブルは,災害ではなく過失である。トラブル

を減少させるためにとられる対策を防災と

呼んでいるが,防災も費用がかかり過ぎる
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と,それ自体が人間生活上のトラブルであ

るため,災害となってしまう。そこで"適度"

の防災が望ましいことになる。"適度とはど

の程度か",これは人や国の状況により異な

る。現在の日本のように,人口も増大を止め

経済的にも安定した国では,人々は安全の

ためにかなりの投資をすることを余りトラ

ブルとは考えない。このため,例えば日本の

建築物は,世界の地震国のそれと比較して

も耐震性能は抜群に優れている。日本では,

破壊的地震に対し,"人命の保全"を目標に

耐震建築を開発してきた。たとえ建物が部

分的に破損したり,二度と使用できなくな

っても,崩壊して人命を奪うことは無いよ

うになっている。 

しかし,機能の保持までは要求されてい

ない。従ってライフラインは,従来,耐震的

であることが必要だとは思われていなかっ

た。1923 年の関東大震災では,14 万人余の

人命が主として地震火災により奪われた。

もし人々に正しい情報が伝達されていたら,

多分,死者数もかなり減じ得たであろう。現

在は,ラジオ等により情報を伝える手段も

できた。この手段を生かして用いるために

は,地震後も放送局は機能を保持し続ける

必要がある。経験を積みながら,次第に人々

は単なる人命保全だけではなく,場合によ

っては機能保持も耐震設計の目標に加える

べきであることを認識するようになってき

た。人間生活が変化すれば,災害もこれに伴

い変化する。従って,災害は常に新鮮で,

我々に新しい問題を投げかける。人口増加

や農・林・水産業等の第 1次産業の機械化・

省力化が人口の都市集中を招き,都市を巨

大化・高密度化させ,都市災害が災害の中で

も大きな比重を占めるようになった。都市

環境の劣悪化のような人為的災害は,日常

の大問題であるが,稀に発生する自然災害

もその様相を変え,また規模も拡大し犠牲

者を増やす傾向を示している。地震災害も

その一つであり,例えば軟弱な湿地に質の

悪い住居が並び,その脇に引火性の高いタ

ンク類が並ぶ光景が各地に見られるように

なってきた。都市の総合的な耐震安全性を

高めるため,都市耐震工学の発展が必要で

ある。 

 

3.ライフラインの地震対策の現状 

前述のように人命保全を第一とし,機能

保持までは手が回らなかったことと,多く

の大都市が悪い地盤上に造られていること

から,地盤で支持されたライフライン系の

地震対策は,未だ不充分である。 

A 供給・処理系 

(i)電力供給:電気は都市生活を支える最

も重要なものであるが,日本では気象庁

の震度階で V 乃至 VI の強さの地震で部

分的に破損し,供給が停止する(他のラ

イフラインもほぼ同じ)。 

電力のラインあるいはネットは,火

力・原子力・水力を電気エネルギーに変

換する発電所を起点に高圧の送電線で

送られ,一次,二次と変電所を経由して

電圧は低下され,配電線を通して,工場・

ビル・住居等を終点としている。配電線

では,よく電柱上に変圧器が設置されて

いる。過去の地震被害として,変電所等

ガイシで使う碍子類の破損,柱上変圧器

の落下等が多く見られ,この結果,電力

の供給ストップとなっている。また地盤
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被害に伴う送電線用鉄塔の崩壊等も起

こり得る。また火力・原子力等の発電所

では強い揺れに対し,自動的に停止機能

が作動する。 

電力が停止すると,前述のようにその

影響も大きいのでこれを極力避け,ある

いは停電地域を極力狭い範囲におさえ

込むために,現在各電力会社は供給系統

の多重化やネット化を試みている。つま

り,どこかが破壊されても,他系統から

供給が可能なように安全策をとってい

る。また,以前被害の多出した碍子類や

柱上変圧器も改良され,耐震性能は向上

している。しかし,これで強い地震に襲

われても機能が完全に保持されるとは

言えない。むしろ各地の技術者と資材を

動員し,応急的にでも早く復旧するため

の手段の改善に力が注がれている。また,

安全余裕度は電源側,つまり発電所に近

い程高くするように努力している。供給

計画の要である中央給電指令所も,重要

な施設である。逆に配電側の余裕度は相

対的に低いが,電力の応急処置は一般に

早く,震度 VI 程度の強烈な地震でも 1

日,2 日程度で供給を回復する場合が多

い。 

一方,需要者側での対策としては,自

家発電等が考えられる。この場合,燃料

タンクは消防法上の条件を満足しかっ

耐震的であること,冷却のための水を確

保する必要があること等々比較的大変

であり,病院等特に重要なものだけに設

備されている。 

(ⅱ)水道:水も電気同様,都市生活上の必

需物である。飲用,洗浄用,冷却用等々用

途が広い。地震直後は,火災の消火や延

焼防止に特に必要であるが,これも電気

同様,あるいはそれ以上に地震の影響を

厳しく受ける。ラインとしての水は,表

流(川)や地下水源から取水施設・導水

管・浄水場・送水管・調整池送水管・配

水池・配水管・幹線・支管・小管の順で

流れる。ネットワークが階層構造となっ

ていて,下位のもの程数が多く,地震時

に破壊され易いのは電力・ガスとも共通

している。殊に地盤の質の変化部分のよ

うに地盤の揺れが異なる場合や,軟質地

盤のように揺れの大きな部分での管自

体やジョイント(接合)の被害が目立っ。

多量の漏水が地盤を痛め,崖崩れの原因

となる等を防止するために,地震後給水

を止める場合もある。被害軽減対策とし

て,重要管路の耐震性の増大あるいは良

質地盤への位置替え等が行われている。

一方,地震後の対策としては漏水点検,

部分的な給水ストップとその代りとし

ての配水車の配備,そして各地から人と

資材を集めての復旧作業へと進む。 

(ⅲ)ガス:ガスは本来危険物であること

から,漏れのないことが確かめられた後

でないと供給できないため,電気・水道

に比べ被害を受けた際の処置に一段と

手間がかかり復旧も遅い。ガスの流れは,

製造所で造られてから高圧のガスホル

ダーに貯蔵され,導管を通り高圧・中圧・

低圧と順次圧力を下げて供給される。被

害は,ホルダーの破壊に伴う火災や,導

管の破損である。日本の場合,多くは強

い地震を感知するとガスの供給が自動

的に停止するので問題が少ないが,地震
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後ガス漏れから火災の発生する例が外

国には多い。またガス漏れから人が死ん

だ例は,日本にもある。ガス導管の地域

ブロック化が進み,部分的なガスネット

の分離が可能となったことで,今後は復

旧のための,時間も大幅に短縮されよう。

復旧対策として,やはり他地域より人と

資材を集あることを計画している。 

(ⅳ)下水:多くの都市は,自然流下排水が

困難な平坦低地に造られているため,下

水システムは,ポンプアップ施設と沈澱

消毒,放流および濃縮・消化・脱水・焼却

を行う処理場と,これらを結ぶ管渠施設

から成り立っている。ポンプは電力によ

るものが多いため,災害時の電力供給停

止時にも作動するよう自家発電を備え

ている施設もある。 

B 交通系 

(i)鉄道:道路と共に交通系の重大要素で

あるが,比較的地震に弱く復旧に時間が

かかる。これは,ライン状でありネット

を組み難く,ただ一個所の破損でも全線

の機能を失わせる性格と,複雑な地形・

地質条件下で,路線を曲率・勾配共に制

限を受けながら精度高く構築しなけれ

ばならないためであろう。高架路線を走

る列車もあり,この場合,列車はかなり

大きな地震加速度を受けるので脱線等

の心配もある。地震計を配置して,地震

発生時に列車を自動的に停止させるシ

ステムも進んでいる。 

(ⅱ)道路:道路も,地盤の悪い部分,特に

地盤の液状化の発生し得る地域や盛土

部分の破損,更に崖崩れの可能性もあり,

橋梁のずれ等も含め寸断される可能性

がある。ただ鉄道とは異なり,道路網と

して用いられており,また修理も応急的

に可能である場合が多く,地震災害後の

復旧は早い。救急用・復旧用の人や物資

を運ぶ主要な系であり,殊に道路の立体

交差部は,その破壊の影響が大きいので,

安全の余裕度を大きくとり設計したい。

なお,車の密集した道路での地震発生は,

車の火災発生と延焼原因になるのでは

ないかとの懸念もあり,実験等を通しそ

の対策が検討されたことがある。 

C 情報系 

(i)電話:現在最も広く用いられている情

報交換・伝達の手段であるが,必ずしも

災害時に生かされていない。震害により

架線を含む施設が破損する場合もある

が,被災地に対する外部からの問い合せ

によるオーバーフローも見逃せない。こ

れに対しては,緊急時の通話のルール

(例えば 1 分間だけ話せる等)の確立が

必要となろう。公社時代は,耐震安全性

が重視され,大都市では揺れの少ない地

中深部に配線用トンネルも建設されて

いたが,民営化され,競争も厳しくなっ

た現在,耐震のために資金を多く用いら

れない点が問題である。 

(ⅱ)TV・ラジオ:災害時の情報源として極

めて重要である。携帯 TV・ラジオの普及

度も高く,発信源の機能保持と発信情報

の精度の高さがますます要求されるこ

とになろう。近い将来,地震火災等の 2

次災害の実況,避難誘導等も可能となろ

う。 
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4.むすび 

地震時,地震後のライフラインの機能保

持と早期復旧の必要性は,近年,都市が巨大

化し,高能率化高密度化した事により新ら

たに発生して来た問題である。日本では,建

築物等の耐震化が進み,強い地震でも無傷

あるいは損傷を受けながらも崩壊せず利用

出来る建物が多くなった。一方,都市に住み

都市で仕事を持っ人達も増え,地震後も都

市に留まりたいという要望も強くなった。

従来,稀な強い地震時には破壊されても止

むを得ないと考えられていたライフライン

については,文字通り都市生活には必須な

ものとして,その機能保持が要求されるよ

うになったが,勿論,この要求を完全に満た

すのは,技術上もなかなか難しく,また何よ

りも経済的にほぼ不可能である。そこで,実

行可能な対策として次のようなことが考え

られるようになった。 

 

Ⅰ.都市内の地震動マイクロ・ゾーネーショ

ン 

都市内の地盤・地形など微細構造をとり

入れて地震時の揺れの性格を想定し,ライ

フラインの設置および耐震化を無駄のない

ように行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.復旧を考えたネットワークの構成 

ガス管のブロック化に見られるように,

復旧のし易さを考えたネットワークの設

計・構築を行う。施設の安全余裕度にも階級

を設ける。 

 

Ⅲ.都市の環境改善を含め,ラインの応急敷

設に便利な並木や緑地を計画的に設ける 

殊に発展途上にある都市周辺地域の都市

計画を早あに行い実行する。 

 

IV.地震時の情報発信・伝達システムの完 

成 

地震発生直後から,地震,被害,避難救急

に関する正確な情報を放送出来るシステム

を,各都市で今から準備しておく。 

 

現在未だ完成の見通しがついていないが,

もし発生2～3日前ぐらいの精度で強い地震

の予知が可能となれば,我々の防災対策も

もっと異なったものになろう。人間生活の

変化と学問・知識の発展とが,常に防災計画

を塗り替えている。 

 

 

 

 

 

 

 


